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Ａ．研究目的 

 現在、学校教育の中で行われている保健教育

は「保健学習」と「保健指導」から構成されて

いる。 

「保健学習」は、体育・保健体育及び他の教

科における保健に関連した学習で、小学校では

主に学級担任、中学校や高等学校では保健体育

教員が担当する。保健学習の目的は、健康を保

持増進するために必要とされる基礎的・基本的

事項の理解を通し、思考力、判断力、意思決定

や行動選択等の実践力の育成を図ることであ

り、学習指導要領により指導内容や時数などが

教示されている。現在の日本では小学 3・4 年

より保健学習が始まり、高校に至るまで発達段

階に応じて「心身の発育発達」「傷害の防止と

応急手当」「心身の機能の発達と心の健康」「健

康な生活と疾病の予防」などの多岐にわたる学

習が展開されている。 

「保健指導」は、特別活動の学級活動、ホー

ムルーム、学校行事などの場で行う保健に関す

る指導で、日常生活における健康課題について

自己決定し、対処できる能力や態度の育成、習

慣化を図るため、日々の学校教育活動全体を通

して営まれ、学級担任や保健体育科教員のみら

らず、養護教諭を含めた全ての教職員が関わる

領域である。保健指導では、健康相談や日常観

察により児童生徒等の心身の状況を把握し、健

康上の問題があるときは、集団指導や個別指導、

保健だよりなどの方法を用いた指導が行われ

ている。 

また、「保健学習」「保健指導」以外に、2000

（平成 12）年より始まっている「総合的な学

習の時間」においても、「保健学習」の領域を

含んだ授業が展開されることがあり、自他の健

康な生活の向上や、活力ある社会の構築に主体

的、創造的に取り組む資質や能力の育成が図ら

れている。 

しかし、これらの保健教育から得る知識や技

術を連結させ「生涯を通じる心身の健康」に繋

げていくには、学習内容や指導内容、授業時間

数が十分であるのかという危惧もある。 

そこで、今年度は、学校において児童生徒等

の心身の健康を保持増進する養護教諭が、どの

ように保健教育に関わっているか調査し、学校
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における保健教育の現状と課題を抽出するこ

ととした。 

 

Ｂ．研究方法 

 2017（平成 29）年 12月に国際医療福祉大学

にてスキルラダー研究会（ SLIPER：Skill 

Ladder for Improvement and Evaluation 

Running of School Health Nursing）の主催に

より開催された現職養護教諭への研修会の参

加者へ、自記式質問紙を配布し回収した。 

調査内容は勤務校種、勤務経験年数、所有免

許、保健教育の必要性や関わり、外部講師との

連携などであった。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）回答者の属性 

回答者は 23 名で、勤務校種は幼稚園      

1名（4.3％）、小学校 11名（47.8％）、中学校      

4名（17.4％）、高等学校 3名（13.0％）、特別

支援学校2名（8.7％）、小中一貫校1名（4.3％）、

中高一貫校 1名（4.3％）であった。 

平均勤務経験年数は 13.5（標準偏差 9.5）年

で、勤務地は静岡県 5 名（21.7％）、東京都 4

名（17.4％）、埼玉県 3 名（13.0％）等であっ

た。 

 

（２）取得免許 

回答者が取得している免許は養護教諭専修

免許状 1 名（4.3％）、養護教諭 1 種免許状 17

名（73.9％）、養護教諭2種免許状5名（21.7％）

で、1 種免許状に加えて看護師資格所持者が 1

名いた。 

 

（３）保健教育の効果 

「現在、行われている保健教育は子どもたち

の健康問題の解決に役立っていると思うか？」

との質問に対して、「思う」と回答した者が 10

名（43.5％）、「思わない」が 4 名（17.4％）、

「わからない」が 8 名（34.8％）、無回答が 1

名（ 4.3％）であった。 

 

（４）保健教育の必要性と担当 

「保健教育の中で、子どもたちに必要と思わ

れる内容」「現在、授業などで担当している項

目」「得意領域」について質問した。 

その結果、必要性としては「欲求やストレス

への対処と心の健康」、「生殖にかかわる機能の

成熟」、「身体機能の発達」などが上位にあがっ

たが、養護教諭が実際に担当している項目は

「生殖にかかわる機能の成熟」「身体機能の発

達」が多く、「欲求やストレスへの対処と心の

健康」を担当している者は少なかった。 

また、担当する際の得意領域としては「身体

機能の発達」、「欲求やストレスへの対処と心の

健康」、「生殖にかかわる機能の成熟」が上位に

あげられていた。 

 

表 1 保健教育の必要性・担当・得意領域 

 

 

（５）外部講師との連携 

 保健教育を実施する際に外部講師を入れて

いると回答した者は 13 名（56.5％）で、外部

講師の種類は「保健師」9名（69.2％）、「歯科

衛生士」4名（30.8％）、薬剤師 3名（23.1％）、  

「助産師」「医師」各 2名（15.4％）（複数回答）

で、外部講師に依頼している内容は「命の教育」
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「歯科衛生」「喫煙防止」「薬物乱用防止」「飲

酒防止」「メンタルヘルス教育」などであった。  

 

Ｄ．考察 

今年度は、学校における心身の健康に関する

保健教育に養護教諭がどのように携わってい

るかを調査し、課題整理を行った。 

本調査の結果、養護教諭は学校における保健

教育において「欲求やストレスへの対処と心の

健康」を学ぶ必要性が高いとしているが、実際

にこの項目を担当している養護教諭は少ない

という現状が把握できた。 

また、保健教育を行う際に約 6割の学校で外

部講師を依頼しているが、保健師を招き「命の

教育」を行っている学校が多く、「心の教育」

に関する外部講師は本調査では招かれていな

かった。 

日本では約 10年毎に学習指導要領が改訂さ

れているが、2017年（平成 29年）から行われ

ている改訂では、「主体的・対話的で深い学び

となるアクティブ・ラーニング」の導入やプロ

グラミング教育の充実が図られることになっ

ている。保健教育においても、心身の健康に関

する知識の習得のみではなく、学修した知識を

適切な意志決定や行動選択に活用することが

できるようになることが求められているため、

外部講師を活用した専門家による実践的な保

健教育を展開することも、深い学びの一つにな

ると考えられる。 

本調査の対象者は研修会に参加した少人数

の養護教諭であったため、今後、本調査結果を

踏まえて、学校において「心の健康に関する教

育を誰が担当しているのか」「誰が担当すべき

なのか」「どのような内容を教授すべきか」な

どを、保健体育科教員や保健師などを対象にし

た調査を行い、心の健康教育のあり方や学外と

の連携など、学校における効果的な保健教育の

あり方について検討を重ねる必要性が示唆さ

れた。 
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